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○社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日 国官会第２３１７号） 新旧対照表 

改正案 現行 

社会資本整備総合交付金交付要綱 

 

平成２２年 ３月２６日 制  定 

令和 ６年１１月 ７日 最終改正 

 

本編 

 

附 則 （略） 

 

附 則 （令和６年１１月７日付け国官会第１５５９１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年１１月８日から施行する。 

 

附属第Ⅰ編 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－１２ 都市公園・緑地等事業 

イ－１２－（６）古都保存・緑地保全等事業 

古都における歴史的風土の保存を図るために、古都における歴史

的風土の保存に関する特別措置法（昭和４１年法律第１号。以下「古

都保存法」という。）第１２条の規定による歴史的風土特別保存地区

（以下１２関係部分において単に「歴史的風土特別保存地区」とい

う。）内の土地の買入れ、損失の補償及び施設の整備等を行うととも

に、都市における緑地の保全を図るために、都市緑地法（昭和４８年

法律第７２号）第１７条の規定による特別緑地保全地区内等の土地

社会資本整備総合交付金交付要綱 

 

平成２２年 ３月２６日 制  定 

令和 ６年 ３月２９日 最終改正 

 

本編 

 

附 則 （略） 

 

（新設） 

 

 

 

附属第Ⅰ編 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－１２ 都市公園・緑地等事業 

イ－１２－（６）古都保存・緑地保全等事業 

古都における歴史的風土の保存を図るために、古都における歴史的

風土の保存に関する特別措置法（昭和４１年法律第１号。以下「古都

保存法」という。）第１１条の規定による歴史的風土特別保存地区（以

下１２関係部分において単に「歴史的風土特別保存地区」という。）内

の土地の買入れ、損失の補償及び施設の整備等を行うとともに、都市

における緑地の保全を図るために、都市緑地法（昭和４８年法律第７

２号）第１２条の規定による特別緑地保全地区内等の土地の買入れ、
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改正案 現行 

の買入れ、損失の補償及び保全利用施設の整備を行う事業をいう。 

 

 

附属第Ⅱ編 交付対象事業の要件 

第１章 基幹事業 

イ－１２ 都市公園・緑地等事業 

イ－１２－（５）緑地環境事業 

２．交付対象事業の要件 

Ⅰ グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 

２ 事業要件（通常型） 

①～③ （略） 

④ 本事業の交付の対象となる事業は、以下 1）及び 2）を満

たすものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅶ）整備効果の検証 

ⅷ）認定優良緑地確保計画に基づく緑地の整備等 

2）複数の事業主体により実施するもの又は 1）ⅰ）～ⅴ）

のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、ⅲ)につ

いて、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域又

損失の補償及び保全利用施設の整備を行う事業をいう。 

 

 

附属第Ⅱ編 交付対象事業の要件 

第１章 基幹事業 

イ－１２ 都市公園・緑地等事業 

イ－１２－（５）緑地環境事業 

２．交付対象事業の要件 

Ⅰ グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 

２ 事業要件（通常型） 

①～③ （略） 

④ 本事業の交付の対象となる事業は、以下 1）及び 2）を満た

すものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅶ）整備効果の検証 

（新設） 

2）複数の事業主体により実施するもの、または、1）ⅰ）～

ⅴ）のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、ⅲ)

について、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域
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は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積の

25%以上かつ 500 ㎡以上であり、10 年以上にわたり適切

に管理されるものである場合又はⅷ）の場合については、

本要件は適用しない。 

 

３ 事業要件（防災・減災型） 

①～④ （略） 

⑤ 本事業の交付の対象となる事業は、以下1）及び2）を満

たすものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）既存緑地の保全利用施設の整備 

ⅶ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅷ）整備効果の検証 

ⅸ）認定優良緑地確保計画に基づく緑地の整備等 

2）複数の事業主体により実施するもの又は1）ⅰ）～ⅵ）

のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、ⅲ)に

ついて、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域

又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積

の25%以上かつ500㎡以上であり、10年以上にわたり適切

に管理されるものである場合又はⅸ）の場合について

又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積

の 25%以上かつ 500 ㎡以上であり、10 年以上にわたり適

切に管理されるものである場合には、一の事業主体によ

り実施するものを含む。 

 

３ 事業要件（防災・減災型） 

①～④ （略） 

⑤ 本事業の交付の対象となる事業は、以下1）及び2）を満た

すものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）既存緑地の保全利用施設の整備 

ⅶ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅷ）整備効果の検証 

（新設） 

2）複数の事業主体により実施するもの、または、1）ⅰ）

～ⅵ）のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、

ⅲ)について、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化

地域又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地

面積の25%以上かつ500㎡以上であり、10年以上にわたり

適切に管理されるものである場合には、一の事業主体に
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は、本要件は適用しない。 

 

４ 交付対象 

   地方公共団体 

 

５ 留意事項 

①～⑦ （略） 

⑧都市緑地法に基づく認定優良緑地確保計画に記載された緑

地確保事業において行う緑地の整備等については、心身の

健康の増進、コミュニティの形成、こどもの健全な成長等

の公益性の高い Well-being 向上に資する事業が含まれる

ものに限る。 

 

Ⅲ 市民緑地等整備事業 

１ 定義 

（略） 

①地方公共団体又は緑地保全・緑化推進法人（都市緑地法第

81 条に規定する緑地保全・緑化推進法人をいう。以下１

２－（５）関係部分において同じ。）が、市民緑地契約に

基づき行う緑地の利用又は管理のために必要な施設整備。 

②～④ （略） 

 

 

イ－１２－（６）古都保存・緑地保全等事業 

２．交付対象事業 

より実施するものを含む。 

 

４ 交付対象 

   地方公共団体 

 

５ 留意事項 

①～⑦ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

Ⅲ 市民緑地等整備事業 

１ 定義 

（略） 

①地方公共団体又は緑地保全・緑化推進法人（都市緑地法第

69 条に規定する緑地保全・緑化推進法人をいう。以下１２

－（５）関係部分において同じ。）が、市民緑地契約に基づ

き行う緑地の利用又は管理のために必要な施設整備。 

②～④ （略） 

 

 

イ－１２－（６）古都保存・緑地保全等事業 

２．交付対象事業 
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Ⅰ 古都保存事業 

 １ 定義 

  （略） 

 

２ 事業要件 

(1)古都保存法第 12 条の規定による土地の買入れ及び第 13

条第３項の規定により締結する協定に基づく土地の買入れ

の要件 

以下の①及び②の要件に該当するものを対象とする。 

     ①古都保存法第 12 条に規定する「特別保存地区内の土地で

歴史的風土の保存上必要があると認めるもの」として、次

の各事項の要件の一に該当する土地。 

      （略） 

②古都保存法第 12 条に規定する「許可を得ることができな

いためその土地の利用に著しい支障を来す」ものとして、

当該行為が古都保存法第９条第１項第１号から第４号ま

で及び第７号の政令で定める行為であり、次の要件の一

に該当するもの。 

(2)歴史的風土の保存上必要な土地の買入れの要件 

以下の①及び②の要件に該当するものを対象とする。

（(1)による買入れを除く。） 

① （略） 

②古都保存法第９条第１項第１号から第４号まで及び第７

号の政令で定める行為が行われるおそれがあり、歴史的

風土の保存上支障が生じると認められる場合とする。た

Ⅰ 古都保存事業 

 １ 定義 

  （略） 

 

２ 事業要件 

(1)古都保存法第 11 条に規定による土地の買入れの要件 

 

 

以下の①及び②の要件に該当するものを対象とする。 

①古都保存法第11条に規定する「特別保存地区内の土地で、

歴史的風土の保存上必要があると認めるもの」として、次

の各事項の要件の一に該当する土地。 

      （略） 

②古都保存法第 11 条に規定する「許可を得ることができな

いためその土地の利用に著しい支障をきたす」ものとし

て、当該行為が古都保存法第 8条第 1項第 1号から第 4号

まで及び第 7号の政令で定める行為であり、次の要件の一

に該当するもの。 

(2)歴史的風土の保存上必要な土地の買入れの要件 

以下の①及び②の要件に該当するものを対象とする。

（(1)による買入れを除く。） 

① （略） 

②古都保存法第 8 条第 1 項第 1 号から第 4 号まで及び第 7

号の政令で定める行為が行われるおそれがあり、歴史的

風土の保存上支障が生じると認められる場合とする。た
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だし、歴史的風土保存区域内で歴史的風土特別保存地区

以外の区域における土地の買入れについては、買入れ後

速やかに歴史的風土特別保存地区として指定するものに

限る。 

(3)損失の補償の要件 

古都保存法第９条第１項の許可が得られないため、損

失を受けた者に対する通常生ずべき損失の補償を行うも

のであること。 

(4)・(5) （略） 

(6)機能維持増進事業の要件 

①対象事業要件 

歴史的風土保存計画又は社会資本総合整備計画に、以

下の機能維持増進事業の実施に関する項目が記載されて

いること（都市緑化支援機構が行う場合も含む。）。 

1）～4）（略） 

②面積要件 

（略） 

(7)対象事業内容 

本事業の交付の対象となる事業は、損失の補償、土地の

買入れ及び古都保存法第 13 条第５項に規定する負担並び

に以下に定める歴史的風土保存施設の整備、景観阻害物件

の除却及び機能維持増進事業とする。 

（略） 

 

Ⅱ 緑地保全等事業 

だし、歴史的風土保存区域内で歴史的風土特別保存地区

以外の区域における土地の買入れについては、買入れ後

速やかに歴史的風土特別保存地区として指定するものに

限る。 

(3)損失の補償の要件 

古都保存法第８条第１項の許可が得られないため、損失

を受けた者に対する通常生ずべき損失の補償を行うもの

であること。 

(4)・(5) （略） 

(6)機能維持増進事業の要件 

①対象事業要件 

歴史的風土保存計画又は社会資本総合整備計画に、以下

の機能維持増進事業の実施に関する項目が記載されてい

ること。 

1）～4）（略） 

②面積要件 

（略） 

(7)対象事業内容 

本事業の交付の対象となる事業は、損失の補償及び土地

の買入れ並びに以下に定める歴史的風土保存施設の整備、

景観阻害物件の除却及び機能維持増進事業とする。 

（略） 

 

 

Ⅱ 緑地保全等事業 
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 １ 定義 

   （略） 

 

２ 事業要件 

(1)都市緑地法第 17 条の規定による土地の買入れ及び第 17

条の２第３項の規定により締結する協定に基づく土地の買

入れの要件 

以下の①及び②の要件に該当するものを対象とする。 

（略） 

(2)～(4) （略） 

(5)機能維持増進事業の要件 

①対象事業要件 

緑の基本計画等又は社会資本総合整備計画に、以下の

機能維持増進事業の実施に関する項目が記載されている

こと（都市緑化支援機構が行う場合も含む。）。 

1）～4）（略） 

②面積要件 

（略） 

(6)対象事業内容 

本事業の交付の対象となる事業は、土地の買入れ、都市

緑地法第 17 条の２第５項に規定する負担及び損失の補償

並びに以下に定める保全利用施設の整備及び機能維持増進

事業とする。 

 

 

 １ 定義 

    （略） 

 

２ 事業要件 

(1)都市緑地法第 17 条の規定による土地の買入れの要件 

 

 

以下の①及び②の要件に該当するものを対象とする。 

（略） 

(2)～(4) （略） 

(5)機能維持増進事業の要件 

①対象事業要件 

緑の基本計画等又は社会資本総合整備計画に、以下の機

能維持増進事業の実施に関する項目が記載されているこ

と。 

1）～4）（略） 

②面積要件 

（略） 

(6)対象事業内容 

本事業の交付の対象となる事業は、土地の買入れ及び損

失の補償並びに以下に定める保全利用施設の整備及び機能

維持増進事業とする。 
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 ロ－１２－（５）緑地環境事業 

２．交付対象事業 

Ⅰ グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 

２ 事業要件（通常型） 

①～③ （略） 

④ 本事業の交付の対象となる事業は、以下 1）及び 2）を満

たすものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅶ）整備効果の検証 

ⅷ）認定優良緑地確保計画に基づく緑地の整備等 

2）複数の事業主体により実施するもの又は 1）ⅰ）～ⅴ）

のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、ⅲ)につ

いて、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域又

は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積の

25%以上かつ 500 ㎡以上であり、10 年以上にわたり適切

に管理されるものである場合又はⅷ）の場合については、

本要件は適用しない。 

 

３ 事業要件（防災・減災型） 

 ロ－１２－（５）緑地環境事業 

２．交付対象事業 

Ⅰ グリーンインフラ活用型都市構築支援事業 

２ 事業要件（通常型） 

①～③ （略） 

④ 本事業の交付の対象となる事業は、以下 1）及び 2）を満た

すものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅶ）整備効果の検証 

（新設） 

2）複数の事業主体により実施するもの、または、1）ⅰ）～

ⅴ）のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、ⅲ)

について、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域

又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積

の 25%以上かつ 500 ㎡以上であり、10 年以上にわたり適

切に管理されるものである場合には、一の事業主体によ

り実施するものを含む。 

 

３ 事業要件（防災・減災型） 
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①～④ （略） 

⑤ 本事業の交付の対象となる事業は、以下 1）及び 2）を満

たすものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）既存緑地の保全利用施設の整備 

ⅶ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅷ）整備効果の検証 

ⅸ）認定優良緑地確保計画に基づく緑地の整備等 

2）複数の事業主体により実施するもの又は1）ⅰ）～ⅵ）

のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、ⅲ)に

ついて、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化地域

又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地面積

の25%以上かつ500㎡以上であり、10年以上にわたり適切

に管理されるものである場合又はⅸ）の場合について

は、本要件は適用しない。 

 

４ 交付対象 

   地方公共団体 

 

５ 留意事項 

①～④ （略） 

⑤ 本事業の交付の対象となる事業は、以下 1）及び 2）を満

たすものとする。 

1）事業計画の目標達成に資する以下に掲げる事業 

ⅰ）公園緑地の整備及び用地取得 

ⅱ）公共公益施設の緑化 

ⅲ）民間建築物の緑化 

ⅳ）市民農園の整備 

ⅴ）緑化施設の整備 

ⅵ）既存緑地の保全利用施設の整備 

ⅶ）グリーンインフラに関する計画策定 

ⅷ）整備効果の検証 

（新設） 

2）複数の事業主体により実施するもの、または、1）ⅰ）

～ⅵ）のうち２つ以上の事業を実施するもの。ただし、

ⅲ)について、脱炭素先行地域、都市緑地法に基づく緑化

地域又は緑化重点地区のいずれかの地域で行われ、敷地

面積の25%以上かつ500㎡以上であり、10年以上にわたり

適切に管理されるものである場合には、一の事業主体に

より実施するものを含む。 

 

４ 交付対象 

   地方公共団体 

 

５ 留意事項 
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①～⑦ （略） 

⑧ 都市緑地法に基づく認定優良緑地確保計画に記載された

緑地確保事業において行う緑地の整備等については、心身

の健康の増進、コミュニティの形成、こどもの健全な成長

等の公益性の高い Well-being 向上に資する事業が含まれ

るものに限る。 

 

附属第Ⅲ編 交付対象事業の要件 

第１章 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－１２ 都市公園・緑地等事業 

イ－１２－（６）古都保存・緑地保全等事業に係る基礎額 

Ⅰ 古都保存事業 

本事業の基礎額は、損失の補償、土地の買入れ及び古都保存法

第 13 条第５項に規定する負担に要する費用にあっては、当該費用

の額の 10 分の 7（明日香村第二種歴史的風土保存地区に係るもの

については 2 分の 1）、歴史的風土保存施設の整備、景観阻害物件

の除却及び機能維持増進事業に要する費用にあっては、当該費用

の 2分の 1とする。 

 

Ⅱ 緑地保全等事業 

本事業の基礎額は、土地の買入れ、都市緑地法第 17 条の２第５

項に規定する負担及び損失の補償に要する費用にあっては、当該

費用の 3 分の 1（近郊緑地保全事業に係るものについては 100 分

の 55）、保全利用施設の整備及び機能維持増進事業に要する費用に

①～⑦ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

附属第Ⅲ編 交付対象事業の要件 

第１章 基幹事業 

イ 社会資本整備総合交付金事業 

イ－１２ 都市公園・緑地等事業 

イ－１２－（６）古都保存・緑地保全等事業に係る基礎額 

Ⅰ 古都保存事業 

本事業の基礎額は、損失の補償及び土地の買入れに要する費用に

あっては、当該費用の額の 10 分の 7（明日香村第二種歴史的風土

保存地区に係るものについては 2 分の 1）、歴史的風土保存施設の

整備、景観阻害物件の除却及び機能維持増進事業に要する費用にあ

っては、当該費用の 2分の 1とする。 

 

 

Ⅱ 緑地保全等事業 

本事業の基礎額は、土地の買入れ、及び損失の補償に要する費用

にあっては、当該費用の 3分の 1（近郊緑地保全事業に係るものに

ついては 100 分の 55）、保全利用施設の整備及び機能維持増進事業

に要する費用にあっては、当該費用の 2分の 1とする。 
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あっては、当該費用の 2分の 1とする。 

 


